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                          令和５年 月  日  

 

 

相模原市長 本村 賢太郎 殿 

 

                     相模原市大規模事業評価委員会 

                     会  長  小 野 田  弘 士 

 

 

中学校給食全員喫食推進事業に係る大規模事業評価について(答申) 

 

 

令和５年６月２０日付け５学給課第１２１５号で諮問のありました標記の件に

ついて、次のとおり答申します。 

 

 

 本事業を実施することは妥当である。 

 

 ただし、本事業の実施に当たっては、下記の点に留意すること。 

 

記 

 
１ 市の都市計画マスタープランにおける土地利用方針との整合に留意するとと

もに、周辺住民等の理解を得られるよう配慮しつつ、新たな給食センターの整

備に取り組むこと。  
２ 新たに一定規模の建物を建築する利点を生かし、環境負荷の低減やＣＯ２の

削減を図るための先進事例となるよう、ＺＥＢの認証取得等の市の脱炭素に係

る取組の方向性に合致した手法を積極的に採用すること。  
３ 市として政策的に環境配慮を推進するに当たっては、残さの飼料化等の給食

センターの特性を生かした環境配慮の方針について、ＰＦＩ事業に係る条件と

して示すこと。  
４ 給食センターの供用開始後は、配送車両等の通行による交通量の増加が見込

まれることから、定量的なデータに基づき交通対策を図ること。  
５ 近年、資材や人件費の高騰による建設費への影響が大きいことから、予算

の設定段階など、随時機会を捉えて、事業費単価等の見直しを図るよう努め

ること。  
 

以 上   

（案） 
資料１ 
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「中学校給食全員喫食推進事業」に係る審議結果について 

 

 相模原市大規模事業評価委員会(以下「当委員会」という。)は、令和５年６月

２０日付けで相模原市長から諮問のあった中学校給食全員喫食推進事業に係る大

規模事業評価について、事業の着手前に、市が担う必要性や整備手法の妥当性な

どを市の提示した資料及び市からの説明に基づき検証・評価し、市としての対応

方針の決定に資することを目的に、審議を行った。  
 
【評価の視点】  
○ 事業の必要性  
○ 事業の妥当性  
○ 事業の優先性  
○ 事業の有効性  
○ 事業の経済性・効率性  
○ 環境・景観への配慮  
 
また、これまでの主な経過は次のとおりである。  
○ 令和４年度 第３回(令和５年３月２９日）  
 ・ 中学校給食全員喫食推進事業((仮称)北部学校給食センター)の概要について 
・ 大規模事業評価の視点について  

○ 令和５年度 第１回(令和５年４月１４日）  
・ 中学校給食全員喫食推進事業((仮称)南部学校給食センター)の概要について 

○ 令和５年５月２２日  
・ 現地視察  

○ 令和５年度 第２回(令和５年６月２０日）  
・ 諮問  
・ 大規模事業評価自己評価調書(中学校給食全員喫食推進事業)について  
・ 中学校給食全員喫食推進事業に係る市民意見及び市の考え方(案)について 

○ 令和５年度 第３回(令和５年７月２４日）  
・ 答申(案)について  

 
○ 所管局による市民意見聴取  

   期間：令和５年５月１日から令和５年５月３１日まで  
   意見件数：１９件  
 
 以下、当委員会の審議結果を示す。  
 

（案） 資料２ 
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１ 事業の必要性 

（１）公共が担う必要性について 

  本事業は中学校給食の全員喫食の早期実現及び持続可能な給食運営を図る

ことを主たる目的として、新たな給食センター２か所の整備及び一部の中学

校の配膳室の改修を行うものである。 

  学校給食法においては、「義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校

において学校給食が実施されるように努めなければならない」と規定されて

いるほか、「地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努め

なければならない」と規定されていることから、地方公共団体である市が実

施することは適切であると考えられる。 

 

（２）市が事業を実施する必要性について 

  本事業は市政運営の最も基本となる相模原市総合計画のほか、相模原市学

校給食施設整備方針等の関連計画等に位置付けられている。 

また、先述の学校給食法の規定から、市立中学校の設置者である相模原市が

事業を実施することは適切であると考えられる。 

 

（３）事業の必要性について 

現在、相模原市の中学校では、センター方式と持参弁当併用のデリバリー

方式の２つの方式による完全給食が実施されているものの、デリバリー方式

の喫食率は年々低下傾向にあり、直近の喫食率は３５．４％と低い水準であ

る。また、中学生やその保護者を対象としたアンケートにおいては、小学校

と同じような温かい給食を望む声が全体の約８割を占めており、早期に温か

い給食を生徒全員に提供するためには、本事業が必要であることを確認した。 

 

２ 事業の妥当性 

（１）整備手法の妥当性について 

   整備手法については、従来型手法である公設公営方式と民間活力による事

業手法であるＰＦＩ手法(ＢＴＯ方式)とのコスト比較を行った結果、総事業

費で約１６．５億円程度優位と見込まれるＰＦＩ手法の導入を前提としてい

ることから、妥当であると考えられる。 

 

（２）規模の妥当性について 

   相模原市学校給食あり方検討委員会(※)から、デリバリー方式の中学校や

既存の給食センターの位置などを考えると、新たな給食センターは最低でも

２か所整備すべきとの答申を受けていることや、学校給食衛生管理基準を踏

まえて３０分程度で配送可能であることを前提とした配置としていることか

ら、給食センターを２か所整備することは妥当であると考えられる。 
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また、将来の中学校生徒数などの推計値によると、今後、少子化が進み中学

校への供給予定食数の減少が見込まれるが、既存の給食センターや小学校給食

室の更新時のバックアップ機能を有することから、整備規模はおおむね妥当で

あると考えられる。 

なお、今後、全ての小学校給食室の改修後や、より一層少子化が進行した場

合における給食センターの供給能力の柔軟な活用方法についても、検討いただ

きたい。 

※ 相模原市学校給食あり方検討委員会・・・相模原市立中学校における学校給食の実

施方式及び食育に関する事項について、教育委員会の諮問に応じて調査審議し、その

結果を答申、又は建議する審議会。 

 

（３）整備場所の妥当性について 

   先述のとおり、学校給食衛生管理基準を踏まえると配送時間を３０分程度

とする必要があり、配送予定の中学校の所在地及び道路網を勘案すると、緑

区と南区においてそれぞれ１か所整備を行うことについては妥当であると考

えられる。また、中学校給食の全員喫食の早期実現の観点から、不確定要素

が少なく、規模や配置の条件を満たしつつ、建築基準法において「工場」と

される給食センターを建築することが可能な場所を選定していることから、

整備場所は妥当であると考えられる。 

   なお、(仮称)北部学校給食センターについては、市街化調整区域内の相模

原総合高校の跡地での建設が予定されているが、市の都市計画マスタープラ

ンの土地利用方針との整合に留意するとともに、周辺住民等の理解を得られ

るよう配慮しつつ、整備されたい。 

  

（４）事業の妥当性について 

   本事業は中学校給食の全員喫食の早期実現を目指すものであるが、既存の

給食施設には、現在、デリバリー給食を実施している中学校の全生徒や教職

員に給食を提供できるほどの余剰能力がなく、提供能力の拡充に向けた新た

なセンターの整備が必要であると考えられる。また、中学校生徒数の増減や

学校再編の取組など、学校給食を取り巻く環境変化に柔軟に対応するととも

に、民間活力などを活用し、整備コストだけでなく運営コストを抑える手法

が検討されており、本事業が妥当であることを確認した。 

 

３ 事業の優先性 

（１）事業着手時期の適切性について 

   「相模原市学校給食施設整備方針」などにおいて、令和８年中の供用開始

を目指し、新たな給食センターを整備することが明記されていることから、

事業着手時期は適切であると考えられる。 
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（２）事業の優先性について 

  相模原市は少子化対策を市の重点テーマの１つに掲げており、中学校給食

を充実させることは子育て世帯の満足度の向上や、多くの子育て世帯に選ば

れるまちの実現に資する取組であると考えられることから、本事業の優先性

が高いことを確認した。 

  また、災害発生時には炊き出しを行うなど、防災の観点で有益な施設であ

ることを確認したが、その機能に必要なバックアップ電源の設置についても

留意いただきたい。 

 

４ 事業の有効性 

（１）事業の有用性について 

   本事業は、現在のデリバリー方式では実現困難な温かい給食の中学校生徒

全員への提供を目指すもので、食育の充実など教育的効果が見込まれること

から、事業の有用性があると考えられる。 

 

（２）課題解決のための有効性について 

   安全安心で温かい中学校給食の全員喫食を早期に実現するためには、自校

方式や親子方式では課題が多く、センター方式が早期実現や事業費の低減な

どの観点から優位性が高いことを市として総合的に判断したことは妥当であ

り、課題解決に有効であると考えられる。 

   なお、当該方式の選択については、相模原市学校給食あり方検討委員会か

らの中間答申を踏まえて決定された事項であり、本委員会はそれを前提に評

価を行ったものである。 

 

（３）事業の有効性について 

本事業では収益などの経済的効果は見込めないものの、センター方式以外の

給食の実施方式の一つとして考えられる自校方式とのコスト比較が行われ、コ

スト面でのセンター方式の優位性が示されるなど、本事業の有効性が認められ

ることを確認した。 

なお、各方式の比較においては、全員喫食を前提にしたデリバリー方式とセ

ンター方式との比較をすることで、よりセンター方式を採用したことの妥当性

が明確になると考えられることから、その比較についても、今後検討されたい。 

また、本事業の成果目標として、中学校給食の全員喫食の早期実現など４つ

の項目が掲げられているが、その成果指標の数値が市全体のものとデリバリー

方式校のみのものとが混在していることから、今後整理していただきたい。ま

た、成果指標は本来目標に対する指標であるべきだが、その目標との関係が読

みとりにくいことから合わせて整理していただきたい。 
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５ 事業の経済性・効率性 

（１）コスト及びその内訳の適切性について 

概算事業費については、現時点での試算であり、特に(仮称)北部学校給食セ

ンターにおいては、神奈川県における用地の評価や神奈川県との協議結果によ

り変動する可能性がある旨の説明があったが、民間活力による事業手法として

ＰＦＩ手法が採用され、従来型手法よりも優位な手法で算出していることから、

現時点における事業費の積算については適切であると考えられる。また、

給食センターの施設整備費のみならず、一部の中学校の配膳室の整備費のほか、

(仮称)北部学校給食センターの用地取得費や(仮称)南部学校給食センターの

土壌入替え経費も見込まれていることから、事業費の内訳についても適切であ

ると考えられる。 

 

（２）事業の採算性について 

   収入としては、保護者から食材購入費等の実費相当額を徴収するが、収益

は生じないことから、本視点における評価は困難である。 

 

（３）事業の経済性・効率性について 

   今回示されている約１１４億円の概算事業費は、現時点での試算である旨

の説明があったが、近年、資材や人件費の高騰による建設費への影響が大きい

ことから、予算の設定段階など、随時機会を捉えて、事業費単価等の見直しを

図るよう努めていただきたい。 

また、見直しの結果、事業費が大幅に増額した場合等にあっては、見直し後

の事業費を再度周知するなど、現時点の事業費の性質について、誤認が生じる

ことのないよう努めていただきたい。 

     

６ 環境・景観への配慮 

（１）周辺環境・景観との調和の配慮について 

   相模原市開発事業基準条例に基づき、緑化施設を適正に整備するほか、異

物混入を防止する観点から虫の付きにくい樹木を選定するなど、衛生面にも

配慮していることを確認した。 

    

（２）周辺環境・景観への影響の低減／回避策について 

   環境関連法令等への合規性の観点において、騒音規制法、振動規制法など

に従い事業を実施する旨の説明があったが、(仮称)北部学校給食センターの

整備に当たり旧相模原総合高校の校舎を解体する際に、校舎には飛散性の

ないアスベストの存在が確認されているとの説明があったことから、市が

解体を行う場合については大気汚染防止法が関わるほか、(仮称)南部給食

センターの整備に当たっては、し尿処理施設の跡地であることから土壌汚
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染対策法が関わることについて留意いただきたい。 

   また、食育の充実に関連し、地産地消を推進することで、結果的に輸送距

離の短縮が図られることにより、環境負荷の低減につながるものと考えられる。 
   なお、今回はセンター方式であることから、建物をまとめて１棟で建てる

ことができ、環境負荷の低減やＣＯ２排出量の削減について、建築の観点か

らＺＥＢなど様々な手法が適用しやすくなるものと考えられる。市の脱炭素

に係る取組の方向性に合致し、先進事例となるよう進めていただきたい。  
   また、周辺環境への配慮の観点において、(仮称)北部学校給食センターに

関して、供用開始後については、従前の高等学校と比べ、配送車両等の通行

による交通量の増加が見込まれることから、定量的なデータに基づき交通対

策を図っていただきたい。  
 

（３）環境・景観への配慮について 

   給食センターの整備に当たってはＰＦＩ手法を採用することから、民間事

業者に提案を求めていくこととなると思われるが、環境配慮を積極的に進

めていくのであれば、例えば、市内事業者と連携し給食センターから出る

残さを飼料化するなど、給食センターの特性を生かした方針について、Ｐ

ＦＩ事業の条件として示していく必要がある。 

 

                                以 上   


